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「川崎港コンテナターミナルの指定管理制度の拡充（案）」に関する 

パブリックコメント手続きの実施結果について 

１． 概要 

「川崎港コンテナターミナルの指定管理制度の拡充（案）」につきまして、平成２９年８

月２１日から９月２０日までの間、市民の皆様の御意見を募集いたしました。

その結果、３通（意見総数１２件）の御意見をいただきましたので、御意見の内容及び

御意見に対する本市の考え方を次のとおり公表します。

２． 意見募集の概要 

題名
川崎港コンテナターミナルの指定管理者制度の拡充（案）に関

する意見募集

意見の募集期間 平成２９年８月２１日（月）～平成２９年９月２０日（水）

意見の提出方法 電子メール、ファクス、郵送、持参

意見の周知方法

・市政だより（８月２１日号掲載）

・市ホームページ

・情報プラザ

・各区役所（市政資料コーナー）、大師支所（川崎区）、田島支

所（川崎区）、港湾局港湾経営部経営企画課（川崎タワー・リ

バーク２０階）、川崎港管理センター（川崎マリエン４階港湾

管理課）

結果の公表方法

・市ホームページ

・情報プラザ

・各区役所（市政資料コーナー）、大師支所（川崎区）、田島支

所（川崎区）、港湾局港湾経営部経営企画課（川崎タワー・リ

バーク２０階）、川崎港管理センター（川崎マリエン４階港湾

管理課）

３． 結果の概要 

意見提出数（意見件数） ３通 （１２件）

（内訳）郵送 －通 （ －件）

ＦＡＸ ２通 （ ８件）

電子メール －通 （ －件）

持参 １通 （ ４件）

資料１ 
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４． 御意見の内容と対応 

御意見の内容は、「ポートセールス業務を位置付けることは、川崎港の発展に寄与すると

考える」など概ね拡充案に沿った御意見や「利用料金の設定については関係先各企業等の

意見を十分聞いて頂きたい」など拡充案に対する御要望･御質問等のほか、今後の参考とす

べき御意見であり、今後の事業推進に活かすこととし、当初案に基づき取組を推進します。

■ 御意見の件数と対応区分 

【御意見に対する市の考え方の区分】 

Ａ 御意見を踏まえ、反映するもの

Ｂ 御意見の趣旨が案に沿ったものであり、御意見を踏まえて取組を推進するもの

Ｃ 今後、施策を推進する中で、御意見の趣旨を踏まえて検討するもの

Ｄ 案に対する要望・質問等であり、案の内容を説明・確認するもの

Ｅ その他の御意見等

項 目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 合計

(1) 
指定管理者制度の拡充全般に関する

こと
－ ２ １ － － ３

(2) 
利用料金納付金制の導入に関するこ

と
－ － － １ － １

(3) 
指定管理対象範囲の拡大に関するこ

と
－ － － ２ － ２

(4) その他 － － － ２ ４ ６

合 計 － ２ １ ５ ４ １２
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５． 御意見の内容（要旨）と本市の考え方

（１）指定管理者制度の拡充の全般に関すること 

No. 御意見（要旨） 本市の考え方 区分 

1 指定管理者の経営努力をより一層

促す制度拡充には賛成する。

今回の拡充案に沿った御意見とし

て、取組を推進してまいります。

Ｂ

2 拡充の一環として、ポートセールス

業務を位置付けることは川崎港全体

の発展に寄与することと考えます。

3 コンテナ貨物取扱量が減少した場

合の対策を講じること。

経済情勢の大きな変化等によりコ

ンテナ貨物取扱量が減少することも

想定されることから、指定管理業務に

関するリスク分担を適切に定め、コン

テナターミナルの安定的な運営を図

ります。今後ともコンテナ貨物取扱量

の増加に向けた取り組みをすすめて

まいります。

Ｃ

（２）利用料金納付金制の導入に関すること 

No. 御意見（要旨） 本市の考え方 区分 

4 利用料金納付金制の導入に関し、利

用料金の決定についてはコンテナタ

－ミナルの利用者である船会社やタ

－ミナルオペレ－タ－等の持続した

経営安定を最優先に考慮する必要が

ある。ターミナル利用コストの低減は

川崎港の競争力強化に繋がるととも

に、取扱コンテナ数量の増加は関係企

業の経営安定のみならず市の財政及

び市民生活の向上に寄与することか

ら、利用料金の設定については関係先

各企業等の意見を十分聞いて頂きた

い。また、万が一指定管理会社の経営

が悪化した場合、利用者に負担がでる

ような事がないよう十分考慮する必

要がある。

利用料金の設定は、利用者である港

湾運送事業者等の安定的な経営にも

影響が及ぶことから、関係先各企業等

の意見への配慮や、港湾利用コストの

低減など川崎港の振興に寄与するか

などを確認した上で、利用料金につい

て承認してまいります。

なお、指定管理者の経営状況にかか

わらず、利用者サービスの適正な水準

の維持及び確保に努めてまいります。

Ｄ

（３）指定管理対象範囲拡大に関すること 

No. 御意見（要旨） 本市の考え方 区分 

5 指定管理対象範囲の拡大について

は、より港湾運送の実情に応じた運営

を可能にするために、関係団体の自立

的な運営に配慮すべきである。

コンテナターミナルの効率的な運

営は、港湾運送事業者など関係団体と

の協力体制の構築が重要ですので、関

係団体の自立的な運営に配慮するよ

う指定管理者への指導に努めてまい

ります。

Ｄ
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6 指定管理対象範囲に現在私達がシ

ャーシプールとして利用するふ頭用

地が含まれることとなります。私達は

川崎港コンテナターミナルの取扱量

が多く、今後も新規航路の増設に伴い

取扱量の増加が予想されますので、指

定管理対象範囲の拡大後も川崎港に

現在と同様のシャーシプール用地を

確保していただきたい。

今回拡大する指定管理対象範囲に

は、シャーシー置場など、既に全ての

土地が有効活用されております。その

ため、貨物取扱量の増加への対応にあ

たっては、現在利用されている方の御

意見等を踏まえ、効果的な土地利用を

実施するよう、指定管理者へ指導して

まいります。

Ｄ

（４）その他 

No. 御意見（要旨） 本市の考え方 区分 

7 指定管理業務は、市の出資法人であ

る「川崎臨港倉庫株式会社」と国・川

崎市・横浜市が出資する港湾運営会社

である「横浜川崎国際港湾株式会社」

の共同企業体により行われているが、

国際コンテナ戦略港湾政策について、

川崎港においてはその成果がまだ目

に見える段階には至っていないこと

から、川崎港においても具体的な支援

策が実現されることを期待する。

港湾運営会社である横浜川崎国際

港湾株式会社につきまして、横浜と川

崎の事業部とが連携した取り組みを

展開しており、これまで川崎港に就航

していなかった船会社に対してもポ

ートセールス活動を実施しておりま

す。

今後も、東扇島の冷凍冷蔵倉庫の集

積等の特徴を活かしてアジアとの直

行航路の誘致を図るなど京浜港の役

割分担を踏まえて川崎港の特徴を活

かした取り組みを進めていくととも

に、国に対して航路誘致や集貨などの

支援策の拡充を求めてまいります。

Ｅ

8 軽微な工事、修理等は常駐している

作業員で行い経費の削減を図ること。

補修工事等の実施に際しては、民間

の特性を生かし、迅速な対応だけでな

く、経費の削減のため、港湾運送事業

者に協力をいただきながら実施する

ことが重要であると認識しておりま

す。今後も、関係者との密な連携のも

と効率的かつ効果的な維持管理が行

えるよう指定管理者の指導に努めて

まいります。

Ｄ

9 荷役機器等の購入にあたっての機

種の選定は、オペレーターに一任する

こと。

コンテナターミナルにおける荷役

機械など重要な施設の設置について

は、官民合同の委員会において協議を

行っております。今後も重要な施設に

ついては、ターミナルオペレーター

等、実際に荷役を行う関係者の御意見

をいただきながら、官民合同の委員会

の場で協議を行いながら選定してま

いります。

E 

10 指定管理者と、オペレーター等日々

リスクを負う者の権限を強化するこ

と。

指定管理者制度の拡充により、ター

ミナルの運営に関して民間の創意工

夫を一層活用できる制度となり、指定

Ｄ
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管理者の権限は強化されるものと認

識しております。そのため、指定管理

者に効果的な運営体制を構築するた

めに、ターミナルオペレーター等利用

者皆さまとの連携を強化するよう、指

導してまいります。

11 安全に充分配慮すること。 関係法令を順守した管理運営を行

い、施設の不具合等が発生した場合に

は、関係者との連携により迅速に対応

するとともに、事故の未然防止に努め

るなど、安全確保について指定管理者

の指導に努めてまいります。

Ｅ

12 修理業者の指定については、再考す

ること。

設備等の保守点検や補修工事の発

注については、法令に基づく適正な手

続により執行してまいります。

Ｅ



（１）利用料金納付金制
利用料金収入の一定額を市に納付する制度を採用。本市の歳入確保、指定管
理者のリスク分担及び適正な利益確保等を踏まえ、増収分は指定管理者の経営
努力と市の施設整備の効果を比較検討し、適正な配分とする。

（２）算出方法
①指定管理にかかる経費
②利用料金収入にかかわらず、あら
かじめ定めた額を市に納付するもの
③利用料金収入と指定管理費用等
を比較し、収入が上回る場合にその
超過分に対し一定割合を乗じ、市に
納付するもの
④利用料金収入から、①から③まで
を差し引いたもの
※本市に対して納付する額は、上記
の②、③の合算額になる。

（３）納付金算定の流れ
利用料金及び納付金額については、指定管理業務仕様書において、基本的考
え方を提示し、指定管理者側から事業計画及び収支計画書が提出される。指定
管理者選定評価委員会における審議を経て、指定管理基本協定書及び年度協
定書の締結をもって決定する予定である。

（４）利用料金の考え方
利用料金の金額は、国際コンテナ戦略港湾施策を推進する観点から、川崎港の
競争力強化及び港湾利用コスト低減を図るために、現行の使用料の水準を踏ま
えつつ、適正な金額とする。

１ ターミナル運営状況

コンテナターミナルの運営については、段階的な民営化を図ることとし、港湾運
営会社を活用した指定管理者制度を導入しました。平成28年度に10万TEU超の
取扱量を達成する一方で、コンテナ物流を取り巻く環境変化に迅速に対応する
必要があります。

そのため、指定管理者が自立的なターミナル経営を行い、船会社等の利用者
へのサービスが向上するよう、利用料金納付金制の導入や指定管理の対象と
なる公の施設の範囲拡大等に取り組むこととします。

３ 指定管理対象範囲の拡大

平成26年11月の港湾計画の改訂による「特定埠頭群の効率化に資する取組
を行う範囲（青囲み）」の変更にあわせ、一体的な管理運営により利用者の利便
性向上を図るため、業務範囲を拡大。

４ 指定管理業務の拡充

横浜川崎国際港湾㈱との連携強化により、民間活力を発揮した営業を展開する
ため、指定管理業務にポートセールス業務を位置づける。併せて、市から一部業
務（利用料金の収受、電気料金の支払い等）を移管する。

６ 市の行財政運営への影響・効果

（１）コンテナ取扱量の増加による市の歳入増
平成32年度に15万ＴＥＵを達成した場合、平成28年度収支と比較し、平成32年
度の市の歳入は、増加となる見込み。
（２）ポートセールスに関わる人材配置と人件費抑制
市と民間が両輪となる組織体制の構築により、中長期的な視点に立って、市側
の人員増を抑制し、民間側に人材配置することにより効果的な組織体制を確立。

７ スケジュール

平成２９年１２月 第４回市議会定例会 港湾施設条例の一部改正議案
平成３０年 ３月 第１回市議会定例会 管理を行わせる公の施設の変更議案
平成３０年 ４月 川崎港コンテナターミナル指定管理第３期開始

川崎港コンテナターミナルの利用料金納付金制の考え方について

納付金概要

指定期間 平成28年4月１日～平成33年3月31日（5年間）

指定管理者 横浜川崎国際港湾・川崎臨港倉庫埠頭共同事業体

業務内容 ①施設の利用許可等に関する業務

②施設の保守管理・軽易工事に関する業務などの管理業務

③ポートセールスなどの集貨策

指定管理料 64,670千円（税込み。５年間平均額） ※H28年度収支実績：142千円

５ 利用料金納付金制の導入

２ コンテナ取扱貨物量の実績及び推計

年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

貨物量 74,819 99,827 100,674 110,000 120,000 135,000 150,000

（単位：TEU）

※H28:速報値。H29～：推計

②固定納付金

①指定管理費用

③変動納付金

④指定管理者収益
利

用

料

金

収

入

年度

市

の

歳

入

資料２
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川崎港コンテナターミナルの指定管理者制度の拡充（案）

１ ターミナル運営状況

３ 利用料金納付金制の導入（なぜ今導入するのか）川崎港コンテナターミナルの運営について、段階的な民営化を図るため、港湾
運営会社を活用した指定管理者制度を導入しました。平成28年度に10万TEU超
の取扱量を達成する一方で、コンテナ物流を取り巻く環境変化に迅速に対応す
るため、指定管理者が自立的なターミナル経営を行うことができるよう、利用料
金納付金制の導入や指定管理の対象となる公の施設の範囲拡大等に取り組む
こととしました。

考え方
平成28年度に年間取扱量１０万TEU超達成により、安定的な経
営が見込めるようになり、指定管理者の自立的な経営努力を発
揮しやすい利用料金制の導入が可能となった。

（１）現在の指定管理の概要

(２)指定管理者の収支状況 （単位：円）

２ コンテナ取り扱い貨物量の実績及び推計

指定期間 平成28年4月１日～平成33年3月31日（５年間）

指定管理者 横浜川崎国際港湾・川崎臨港倉庫埠頭共同事業体

業務内容 ①施設の利用許可等に関する業務
②施設の保守管理・軽易工事に関する業務
③その他管理業務

川崎臨港倉庫
埠頭
（臨港倉庫）

④ポートセールス
⑤その他集貨策

横浜川崎国際
港湾（ＹＫＩＰ）

指定管理料 64,670千円（税込み。５年間平均額）

《チャンス》Ｈ32年東京
オリンピックに向けて
貨物取扱量拡大の好
機
・東京港のターミナル、周
辺道路の混雑により川崎
港航路拡大の商機

・川崎港の利用しやすさ
を理解してもらい、定着し
てもらう取組みが必要。

《環境変化》コンテナ船会社
経営統合、アライアンス再編
・Ｈ28年邦船三社コンテナ部門
統合発表。H30年４月から業務
開始
・Ｈ29年以降、世界が４大から３
大アライアンスへ再編

・コンテナ船の大型化や寄港地
の集約化が進む中、航路維持
のため、より積極的なポートセー
ルスの必要が生じる。

《港湾運営会社体制強化》YKIPに民間船会社出身の社長
が就任したのに加え、H29年からは営業部長などポート
セールスに精通した人員が配置

・ポートセールスのノウハウを活かし、川崎港のポートセールスに
つなげる体制を構築するため、指定管理業務に正式に位置付け
る必要が生じる。

平成２８年度
末に川崎港
戦略港湾推
進協議会に
おいて、

新たな目標
として平成

３２年度１５
万ＴＥＵ達成
を決定

年度
貨物量

(TEU) 

H26 74,819

H27 99,827

H28 100,674

H29 110,000

H30 120,000

H31 135,000

H32 150,000

年度 H26 H27 H28 備 考

指定管理料収入 59,078,000 59,203,440 64,022,000
・H28年度以降、利益分は臨港
倉庫とYKIPが共同事業体の出
資割合に応じて配分する。

経費支出 55,405,080 58,280,040 63,880,000

収支 3,672,920 923,400 142,000

※利用料金制とは、公の施設の利用料金が、直接指定管理者の収入となる仕組みであ
り、民間のノウハウや創意工夫を発揮させるインセンティブとして、また、事務の効率化
を図る制度です。

※アライアンスとは、複数の船会社が共同でコンテナ船の運航等を行う協定・同盟のこ
とをいいます。

★環境変化と商機に迅速に対応しながら、体制の強化を図り目標達成する
ため、現行の指定管理に利用料金制を導入することにより、港湾管理者であ
る市とYKIP、臨港倉庫とが車の両輪のようにポートセールスに取り組む。

取り組みの方向性

貨物が増加する中で、航路の維持と更なる集貨のチャンスを活かすた
め、ターミナルの運営手法・業務範囲を早急に見直す必要がある。

■ 貨物量(TEU)

※H28実績は速報値。
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川川崎崎港港ココンンテテナナタターーミミナナルルのの概概要要及及びび港港湾湾運運営営会会社社ににつついいてて

Ⅰ 川崎港コンテナターミナルの概要                              

１ 位 置 

東扇島に位置する川崎港コンテナ

ターミナルは、高速湾岸線や横羽線、

アクアラインなどの高速道路網及び

主要幹線道路により、アクセスに便利

な場所に立地しております。

２ 施設の概要 

 川崎港コンテナターミナルは川崎市港湾局が管

理する海上コンテナ輸送のための公共埠頭として

平成 8 年４月に供用を開始しました。コンテナター

ミナルは、岸壁、ガントリークレーン、コンテナヤ

ード、トランスファークレーン、管理棟などで構成

されています。

岸壁については、現在、バース延長７００メート

ルのうち４３１メートルが整備されており、水深は

－１４メートルで、５万トンクラスの船舶に対応す

ることができます。また、全長２００メートルクラ

スの船であれば、２隻同時に接岸し、荷役すること

も可能です。

■ 施設概要一覧 

所在地 川崎市川崎区東扇島９２番地 

面積 245,000m2（L=700m/W=330m） 

ヤード 6,900TEU 蔵置可能 

ガントリークレーン 定格荷重 40.6ｔ×3基（17 列対応） 

（将来 5基まで増設予定） 

トランスファークレーン 定格荷重 40.6ｔ×8基 

岸壁 水深－14m、バース延長 431m（将来 700m に延伸予定）、

エプロン幅 20m 

対象船 コンテナ船 50,000DWT 級以下 

ゲート数 入口 2ブース（6ブースまで増設可能） 

出口 2ブース（4ブースまで増設可能） 

リーファー電源 294 基 

管理棟 1 棟、5階建 

バンプール（敷地内） 4,000TEU 

全天候型検査場 一度に 18本検査可能 

メンテナンスショップ 1 棟（910 ㎡） 

危険物仮貯蔵所 最大 240TEU 可能 
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